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 我が国の道路整備は年々進められてきたものの，道路機能に応じた適切な交通サービスが未だ十分に提

供されていない状況にある．整備されてきた道路ストックに対して本来の使われ方や機能を再考し，機能

に応じた道路階層性を担保する効率的な道路投資が今後必要となっている．本稿では，現状の道路ネット

ワークへの改良を伴う道路投資により，階層型道路ネットワークを実現させる手法を構築した．提案手法

は都市部を対象に，所与のOD交通需要とネットワーク構造をもとに目標達成に必要な投資の組み合わせ

をあらかじめ決定し，年次ごとに道路利用者から得られた税収を区間ごとの優先度を考慮し投資配分して

いくものである．数値計算の結果，目標となる交通状況が最終的に達成され，道路の速度水準や利用方法

について階層性が担保されることが示された． 
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1. はじめに 

 

 我が国の道路の整備水準は年々向上し，かなりの量的

ストックが形成されてきた．しかしながら，依然として

旅行速度の低い都市間幹線道路，通過交通や路上駐車の

入り乱れた都市内街路の存在など，機能に応じた適切な

交通サービスが提供されていない状況にある．この原因

の1つに，道路の機能設定が曖昧なまま設計が行われて

いることが考えられる．今後は既存の道路網に対して本

来の機能や使われ方を再考し，機能に応じた道路の階層

性を担保するために合理的・効率的な道路投資をしてい

くことが求められる． 

 本稿では，既存の道路ネットワークを対象に投資・改

良することにより，道路の階層区分に応じて理想的な機

能分担が行われた状態を実現するための手法を構築する．

階層性を持つ道路ネットワークを構築する過程と，その

結果が交通状況・財源状況に及ぼす影響の評価を行う． 

 

 

2. 投資による階層型道路ネットワークの実現 

 

(1) 交通機能に応じた道路の階層区分 

 AASHTO
1)など古くから多くのガイドラインで示され

 

 

ているように，一般に道路の交通機能はトラフィック機

能とアクセス機能に大別することができる．両者は図-1

に示すようにトレードオフの関係にあり，大都市圏連絡

のような長距離交通から生活道路に至るまで段階的な機

能分担が行われるべきとされている．また，長距離のト

リップであるほどトラフィック機能の高い道路を利用さ

せ，下位の道路は上位の道路へのアクセスに使用させる

ことが望ましいとされる．このような利用を促すために，

道路階層別の速度水準が段階的となっていることが理想

的であると考えられている2), 3)．下川ら4)，桑原ら5)は道路

の交通機能を示す代表的な指標としてトラフィック機能

の評価指標である旅行速度を用いることにより，区間ご

との走行性能を照査し，ネットワーク全体の階層性も評

価している．これらの考え方に従えば，旅行速度が階層

 
図-1 道路の階層区分と交通機能分担 
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ごとに段階的に設定された目標となる速度(目標速度)を

達成している状態をもって階層型道路ネットワークが実

現される．例えば都市部の街路ネットワークの場合，図

-2左のような状態となる．しかしながら現状は，図-2右

のように同一の道路階層区分であっても区間によって走

行性能がばらついており6)，生活道路での通過交通等の

問題を引き起こしていると考えられる． 

 以上より，階層型道路ネットワークの達成には，1) 階

層ごとの路線配置と目標速度の設定を行うこと，2)階層

ごとの段階的な目標速度を達成するために道路ネットワ

ークの必要な箇所に道路構造や交通運用への改良を加え

ていくこと，の2点が必要と考えられる．本稿では前者

の路線の配置と目標速度はあらかじめ与えられているも

のとして，後者の道路改良方法について検討を行う．具

体的には，現状と目標の速度差を解消し，全ての路線に

おいて交通機能に応じた目標速度を達成するための投資

手順を提示する． 

 

(2) 投資による道路階層性の実現 

道路投資のための予算は無尽蔵ではなく，限られた財

源の中で投資を行っていくことが求められる．本研究で

は投資の費用は，受益者負担の原則を踏まえて道路利用

者への課税により賄うことを想定する．このとき，現状

の通り燃料税等による課税のほか，走行距離に応じて課

税する方法も考慮し，それぞれの課税方法の下で後述の

とおり投資手順を表現するモデルを構築した． 

 

 

3. 課税-道路投資モデルの構築 

 

(1) モデルの概要 

 本モデルは，道路ネットワークの全てのリンクで目標

速度を満たすような各リンクへの必要投資量を算出し，

年次ごとに税収に応じて投資を行うことで目標速度を実

現するものである．投資を行うことで区間旅行時間が変

化し，利用者の経路選択行動も変わることから，利用者

均衡状態下における各リンクの旅行速度を目標速度に合

致させることを考える．なお投資を行うごとに利用者の

利用経路も逐次的に変化するため，個々の年次で逐次的

に投資量を計算するのは必ずしも合理的ではない．した

がって本研究では，当初から最終的な目標達成時の交通

状態を考慮して個別のリンクの必要投資量を算出するこ

ととした．課税-道路投資の手順は図-3の通りとなり，

以下の2つの部分に大別される． 

各リンクの必要投資量の算出(3.(3)節) 

仮に目標速度が達成した場合の各リンクの交通量を算

出することにより，理想的な条件下での利用者均衡解

(各リンクの交通量及び旅行速度)を求める．その上で，  

 

 

現実的な施策を考慮した，目標速度を達成させるための

投資の組み合わせをあらかじめ決定する． 

課税-投資の年次計算(3.(4)節) 

年次ごとに道路利用者から得られた税収を，区間ごと

の優先順位を考慮し投資配分を行っていく．全てのリン

クにおいて3.(3)で決定された必要投資量に達するまで繰

り返し課税と投資が行われる． 

 

(2) モデルの前提条件 

モデルの前提条件を以下に挙げる． 

 課税と投資は単年度会計とするが，投資額の余っ

た分は繰り越しを行う． 

 投資による道路構造や交通運用の改良は即時に完

了するとし，工事期間は考慮しない． 

 収支はリンク間のプール制を仮定し，ネットワー

ク全体の収支を計算する． 

 OD交通需要は年次に依らず固定とする． 

 都市街路を対象とし，幹線街路，補助幹線，生活

道路の3階層からなるネットワークを想定する．各

階層に目標速度が与えられているとする． 

 路線の配置は所与とし，リンクの新設は行わない． 

 

(3) 各リンクの必要投資量の算出 

a) リンクコスト関数の定義 

 各リンクの交通量と旅行時間T
t
iの関係を表すため，式

(1)のようにリンクiのt年目の旅行時間を日交通流の定常

 
図-3 課税-道路投資モデルの手順 

各リンクの必要投資量の算出

課税-投資の年次計算
∙課税額 ∙維持管理費 ∙投資額

実現される道路構造, 交通状況
∙旅行速度 ∙利用特性など

現状のネットワーク
• リンク間の接続状況
• 道路構造・交通運用
• OD交通需要

ネットワークの階層的計画論
• 各路線に対応する道路階層
• 階層ごとの目標速度

 
図-2 階層型道路ネットワークの概念 
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性を仮定し，交差点遅れを除いたBPR関数と信号交差点

での遅れ(以下，信号遅れ)の項の和であると定義する．

従来，BPR関数は信号遅れを含めて旅行時間を表現する

のが一般的であるが，本稿では信号遅れの項を別に考慮

することにより，信号遅れを交通量に影響を受けない形

で表現した． 

60
1)( i

t

i

t

i
i

t

fi

t

i

t

i

w

C

q
TqT

i






























  (1) 

0,0  t

i

t

i

t

i qforqT  (2) 

 ここに，T
t
i: リンクiのt年目の旅行時間[min/km]，T

t
fi: リ

ンクiのt年目の単路部での自由流走行時間[min/km]，q
t
i: 

リンクiのt年目交通量[veh/日]，C
t
i: リンクiのt年目交通容

量[veh/日]，αi，βi: リンクiのBPRパラメータ，wi: 1交差点

あたりの平均信号遅れ[s]である．なお初年度の自由走行

時間T
1
fi及び交通容量C

1
iは所与である．αi，βiは，既存研

究7)で各種影響要因の重回帰式として推計されたものか

ら，交差点の存在による遅れの項を取り除くことにより

再定義した．信号遅れwiは吉田・原田
8)が提案する式(3)

の簡易遅れ推定式を用いる． 
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 ここに，CLi: 信号交差点のサイクル長[s]，gri: 青時間比

である．実際に利用者の行動選択に影響を及ぼすリンク

コストf(q
t
i)は，時間費用とそのリンクの通過により支払

う課税額の和であるとする(式(4))． 
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 ここに，h: 時間価値原単位[円/min]，δ: 利用者の課税認

識[1:認識する，0:認識しない]，R
t
i: リンクiでのt年目の課

税額[円]である．例えば燃料税であれば，道路利用者は

個々のリンクの通過に要する税額を認識するとは限らな

い．一方で，通過した道路階層ごとに明示的に課税額が

決まる走行距離課税の場合は，利用者はリンク毎の課税

額を認識した行動をとると考えられる． 

リンクiのt年目旅行速度v
t
i[km/h]は，旅行時間の逆数で，

qi
tに対する狭義の単調減尐関数として表される(式(5))． 
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b) 目標q-v曲線の必要条件 

 OD交通需要を所与として，利用者均衡状態において

全リンクで所与の目標速度が達成するための道路の規格，

すなわちq-v曲線の条件を求める．まずここでは道路へ

の投資に伴いq-v式のパラメータを連続的に変化させる

ことができる理想的な状態において，目標となるq-v曲

線が満たすべき必要条件を説明する．ここで仮に，全リ

ンクiにおいて交通量によらず目標速度uiを達成するflow-

independentな一般化費用fuiを式(6)の通り定義すると，こ 

 

の費用関数の下で利用者均衡解(qui, ui)を求められる． 

t
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 この解を通り，かつ狭義の単調減尐となる任意のq-v

曲線v~ (qi)，およびそれに伴うリンクコスト関数 f
~ (qi)を

定義し，これらにより再度均衡配分を行うと，利用者均

衡解における全リンクの旅行速度は目標速度uiに一致す

る(証明略)．  
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 したがって，全リンクで目標速度をちょうど達成する

ための必要条件は，全リンクのq-v曲線が式(9)を満たす

ことである．この利用者均衡点(qui, ui)を目標達成点と定

義する． 

iui uqv )(~    (9) 

 利用者均衡解を求めることにより，図-4のように各々

のリンクについて現状のq-v曲線と目標達成点との位置

関係が求められる．全リンクのq-v曲線が目標達成点上

を通るように，投資を通じてパラメータである自由走行

速度・交通容量をそれぞれ独立に変化させることで，ネ

ットワーク全体での目標状態が達成できる．ここで，自

由走行速度と容量のパラメータの改善を行い図-4左のよ

うにq-v曲線を上にシフトするケースをupgrade，逆にパ

ラメータを低水準にして図-4右のようにq-v曲線を下にシ

表-1 現実的な条件下での投資方法 

道路 

階層 
幹線街路，補助幹線 生活道路 

投資の 

条件 

 投資が離散量(q-v

が離散的にシフト) 

 upgradeのみ 

 投資が連続量(q-v

が連続的にシフト) 

 upgradeと downgrade 

 vmaxの設定 

投資の

種類 

 交差点改良 

(信号遅れの減尐) 

 車線数増加 

(Cの増加) 

 車線幅員の増加 

(vf，Cの増加) 

 幅員の減尐，コミ

ュニティ道路化 

(vf，Cの減尐) 

 

 
図-4 q-v曲線のupgradeとdowngradeのイメージ 

iv

iq

現状のq-v曲線
自由走行速度 :vf

1
i

交通容量 :C1
i

目標達成点(qui,ui)

目標q-v曲線
自由走行速度:vfui

交通容量:Cui

投資

iv

iq

現状のq-v曲線
自由走行速度:vf

1
i

交通容量:C1
i

目標q-v曲線
自由走行速度:vfui

交通容量:Cui

投資

目標達成点(qui,ui)

upgrade downgrade
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フトするケースをdowngradeと定義する．リンクへの投

資が連続量で表され，同時にq-v曲線も連続的に変化す

るとすれば，upgrade，downgradeにより図-4に示すように

目標達成点上をちょうど通過するq-v曲線が決定される． 

c) 現実的な条件下での投資方法 

 前項での条件を満たす目標q-v曲線は無数に存在する．

ここでは投資方法に現実的な制約条件を付加することで 

目標q-v曲線を一意に決定する．まず，表-1に示すように

道路を2種類に分類し，それぞれ異なる投資を行う． 

 トラフィック機能がある程度求められる幹線街路，補

助幹線では，信号サイクル長の減尐による信号遅れの減

尐を狙った交差点のコンパクト化(改良)，交通容量改善

のための車線数の増加の2種類の施策を想定し，投資は

離散量で表されるとする．そのため，q-v曲線も離散的

にシフトする．これらの道路の規格を現状から下げるこ

とは望ましくないと考え，downgradeを行わずupgradeの

みを対象とする．なお，交差点改良は1度のみ，車線数

増加は土地等の制約を考慮して1リンク片方向につき2車

線まで増加できるとした． 

 アクセス機能が卓越する生活道路への投資には，車線

幅員の増減や，ハンプやクランク構造を導入することに

よるコミュニティ道路への改良等を想定する．上位の階

層に比べ投資の規模が十分に小さいと考えられるため，

連続量で表現する．生活道路が高いトラフィック機能を

持つと通過交通を誘発する恐れがあるため，図-4右のよ

うに道路の規格が目標に比べオーバースペックになって

いる場合には，downgradeを行う．投資では自由走行速

度，交通容量がそれぞれ独立に変化させられると仮定し

た．また，自由走行速度の最大許容値vmaxを与え，これ

を目標q-v曲線の満たすべき条件の一つとした． 

 以上の条件の下，全てのリンクにおいて目標速度が達

成される投資の組み合わせを図-5の手順により決定する．

まず，前節と同様にOD交通需要のall-or-nothing配分によ

り利用者均衡解(qui, ui)を算出する．次に算出した均衡解

を全てのリンクで満たすq-v曲線を実現するために必要

な投資の組み合わせを，投資費用が最小となるように決

定する．これらの投資が仮に全て完了した状態で利用者

均衡配分を行い，再び均衡解を求める．上位の階層では

投資が離散量で表され，downgradeを行わないため，q-v

曲線が目標達成点に到達しない場合があり得る．したが

って，実際には全てのリンクで目標速度を満たさない可

能性がある．全リンクで目標速度を満たしていれば，そ

のときの投資の組み合わせを決定値として次の手順

(3.(4)節)に移る．満たしていなければ，このときの均衡

解(qui, ui)を用いて再び必要な投資の組み合わせの設定を

行い，全リンクで目標速度を満たすか，可能な投資が全

て行われるまで繰り返し計算を行う． 

 

 

 

(4) 課税-道路投資の年次計算 

 上記で算出した目標q-v曲線と必要投資量に基づき， 

各年次の課税額と投資量の逐次計算を行う． 

i) t年目の各リンク交通量q
t
i*と旅行速度v

t
i*を，各リンク

のリンクコスト関数を用いた均衡配分により算出する． 

ii) 全てのリンクについて必要な投資が完了している場合，

計算を終了し，完了していなければ計算を続行する． 

iii) 各リンクの税収と維持管理費を算出し，ネットワー

ク全体での収支を求める．リンクiのt年目年間維持管理

費M
t
iは，統計データ

9)及び道路交通センサスを用いた重

回帰モデルにより設定し，式(10)の通りとした． 

 it

fii

t

i DvLM 1031758.52   (10) 

ここに，Li: リンク長[km]，Di: DID率である． 

 一方，税収は，課税方法として燃料税と，走行した経

路長に応じて課税を行う走行距離課税を想定し，以下の

ように設定する．なお本稿では，全ての道路利用者は課

税を認識して利用経路を選択するとして，式(5)におい

てδ=1とした． 

燃料税 

t年目のリンクiでの燃料税による課税額R
t
iは，式(11)の

ように距離当たり燃料消費量に燃料税単価及びリンク長

を乗じたものとする．燃料税単価gは53.8[円/l](2011年4月

現在)を用いる．単位距離当たり燃料使用量F(v
t
i)は，式

(12)に示す通り大城ら10)の燃料消費量式を用いる． 

i

t

i

t

i LgvFR  )(    (11) 

0743.01013.9

00109.0/568.0)(

26 



 t

i

t

i

t

i

t

i

v

vvvF

 

(12) 

ここに，F(v
t
i): 旅行速度v

t
iで走行したときの距離当たり燃

料消費量[l/km]，g: 燃料税単価[円/l]である． 

走行距離課税 

距離単価にリンクでの走行距離を乗じたものが，利用

者がそのリンクで支払う課税額となり，t年目のリンクi

の課税額は式(13)に示す通りとする． 

i

t

i LdR     (13) 

ここに，d: 走行距離課税単価[円/km]である．リンクの年

間の税収は課税額に年間交通量q
t
i*∙365を乗じて算出した． 

 リンクへの投資額がリンク間のプール制をとるならば，

 
図-5 各リンク必要投資量の算出手順 

必要な投資の組み合わせ設定

利用者均衡配分

目標達成可能?

all-or-nothing配分

決定
yes

no
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全体の税収と維持管理費の差額R
t
total-M

t
totalが総投資可能額

である．もしこの値が負であれば，道路投資がt年目で

不可能になると考えられるため，目標速度や課税方法を

見直すべきである． 

iv) 年次tに行う投資jの組み合わせを，総投資可能額を超

えない範囲で決定する．ここでは，投資jが対象とする

リンクの，投資jを行うことによる遅れの減尐量の和が

大きい投資から優先的に行うものとする．これにより，

例えば交通容量が漸減しているボトルネック区間や，速

度水準の低い区間から優先的に投資を行うことができる． 

v) 投資により自由走行速度と交通容量を更新する． 

vi) t=t+1とし，i)に戻る． 

 

 

4. 課税-道路投資モデルによる数値計算 

 

 都市部の街路ネットワークにおいて課税-投資モデル

を適用し，実現される交通状況・財源状況の考察を行う． 

 

(1) 入力条件 

a) ネットワーク構造 

 図-6左のようにリンク数544(往復で1088)，ノード数329

の3階層の道路からなる正方格子状のネットワークを設

定した．各階層間の接続方法は表-2に示す通りであり，

生活道路から幹線街路への接続は，幹線街路に中央分離

帯が設置されているとし，左折流出入のみ可能とした．

信号遅れは考慮するが，無信号交差点での流出入等，そ

の他の要因による遅れ時間は信号遅れに比べ十分に小さ

いとし，ここでは考慮しない．DID率は全て1.0とした． 

b) OD交通需要 

 ネットワーク内のODは，図-6右に示すように発生・

集中ノードを200mごとに等間隔に設置し，内々OD交通

量として1ODペアあたり25[veh/日]，1ノードあたり合計

2000[veh/日]の発生・集中交通需要を与えた．また，通過

ODとして幹線街路の端に発生・集中ノードを設定し，

1ODペアあたり150[veh/日]，1ノードあたり合計12000[veh/

日]の発生・集中交通需要を与えた． 

c) 各種パラメータ 

 数値計算時に与えた各種パラメータは表-3に示す通り

である．各階層の初年度の自由走行速度は道路交通セン

サス掲載のデータを用いて，松井・山田7)の手法により，

各リンクの自由走行速度の値の分布が正規分布に従うよ

うに平均値及び標準偏差を設定した．交通容量はセンサ

スに示される日交通容量の値を使用し，同様に正規分布

に従うとした．生活道路の値はセンサスに掲載するデー

タが存在しないため，妥当と考えられる値を設定した．

BPRパラメータα，βは松井・山田7)の提案するパラメー

タを参考にし，各階層に相当する値を設定した．各階層 

 

 

 

 

の目標速度は，それぞれ40，20，14[km/h]を与え，目標

達成時には上位の道路を使用するインセンティブを与え

られる設定とした．走行距離課税の単価は，燃料税の単

価と同水準となるように4.0[円/km]と設定した．時間価

値原単位は国土交通省11)に示される道路事業の評価に用

いられる乗用車の値を使用した．交差点改良，車線数増

加による各パラメータの変化量，また表-4に示す生活道

路への投資によるパラメータの変化量は道路改良の事例

集12)を踏まえて設定した． 

 

(2) 必要投資量の算出の結果 

表-3 入力パラメータ 

パラメータ 
幹線

街路 

補助

幹線 

生活

道路 

自由走行速度 

[km/h] 
vf 

平均 50.1 46.6 20.0 

標準偏差 1.41 0.70 2.0 

交通容量 

[veh/日] 
C 

平均 17725 5813 3000 

標準偏差 6799 1435 750 

BPRパラメータ 
α 0.54 0.49 0.49 

β 2.4 2.4 2.4 

目標速度[km/h] ui 40 20 14 

許容最大速度[km/h] vmax - - 15 

時間価値原単位[円/min] h 40.10 

走行距離課税単価[円/km] d 4.0 

交差点改良による 

サイクル長の変化[s] 
CL 120→80 - 

交差点改良の費用[円] pI 1.0×10
8
 - 

車線数増加による 

交通容量の増加[veh/日] 
C 6000 - 

車線数増加の費用[円/lane] pL 1.0×10
7
 - 

 

表-4 生活道路への単位投資額あたりパラメータ変化量 

 upgrade downgrade 

自由走行速度の変化[km/h∙yen] 1.50×10
-5
 -1.50×10

-5
 

交通容量の変化[veh/日∙yen] 6.00×10
-4
 -6.00×10

-4
 

 

表-2 各階層間の接続方法 

 幹線街路 補助幹線 生活道路 

幹線街路 信号交差 信号交差 左折流出入のみ可 

補助幹線  信号交差 無信号交差 

生活道路   無信号交差 

 

 
図-6 入力ネットワークと発生・集中ノード 

100m

100m

生活道路

幹線街路

補助幹線

発生・集中ノード
:内々OD :通過OD
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 各リンクのBPRパラメータである自由走行速度と交通

容量の分布について，あらかじめ算出された初期状態と

必要な投資の完了時の状態を図-7，図-8に示す．信号交

差点改良により交差点に接続しているリンクの自由走行

速度，車線数増加により幹線街路及び補助幹線の交通容

量の増加が期待される．また，生活道路はdowngradeに

より主に自由走行速度が減尐することが示された． 

 

(3) 年次計算の結果 

a) 累積投資額の推移 

 図-9は走行距離課税による課税方法をとった場合の，

投資の種類別の累積投資額の推移を示している．繰り返

し計算の結果，投資は17年で終了した．投資は概ね交差

点改良，車線数増加，生活道路の順に行われ，遅れ減尐

量の大きい投資から行われている． 

b) 旅行速度の推移 

 図-10に，道路階層ごとの旅行速度の経年変化を示す．

幹線街路，補助幹線は投資により旅行速度が増加し，逆 

 

 

 

に生活道路ではdowngradeにより速度が減尐した．今回，

道路投資の種類と量を限定したため，幹線街路では投資

が不十分で，目標速度である40[km/h]に到達しなかった．

また補助幹線は初年度で既に全体的に性能が十分な状態

であったが，混雑区間などへの投資により全体的に速度

が増加している．生活道路は最終的に速度が減尐し，目

標速度である14[km/h]に収束した． 

c) トリップ長と利用階層の関係 

 

 

 
図-11 トリップ長と利用階層の関係 
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図-10 階層別旅行速度の推移 
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図-9 投資の種類別の総投資額の推移 
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図-8 初期状態及び投資後の交通容量分布 

交通容量[veh/日] ー16000- ー12000-16000  ー8000-12000  ー4000-8000  ー-4000

初期 投資後

 
図-7 初期状態及び投資後の自由走行速度分布 

自由走行速度[km/h]  ー40.0- ー32.5-40.0   ー25.0-32.5   ー17.5-25.0   ー-17.5
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 図-11a, bは数値計算で用いた全てのODペアについて，

トリップ長と利用した階層の関係を，初期状態と投資後

に関して示したものである．利用率は，トリップ中に占

める各階層の経路長の割合を表している．初期状態・投

資後ともにトリップ長が増加するにつれ生活道路の利用

が減り，幹線街路の利用が増加する傾向を示した．初期

状態では生活道路の利用が全体的に高く，特に長距離の

トリップであってもトリップ長の約4割を占めており，

通過交通としての利用が行われていることがわかる．一

方，投資後はトリップ長の増加につれ生活道路，補助幹

線，幹線街路の順に利用率が卓越し，トリップ長に応じ

た道路の利用が行われていることが示された．なお，仮

に目標速度が全リンクでちょうど達成した場合のトリッ

プ長と利用率の関係は図-11cに示す通りとなった．これ

が投資後の結果と類似していることから，トリップ長に

応じて利用する道路を分担させるという階層型道路ネッ

トワークの目的を投資により実現できたといえる． 

d) 課税方法の比較 

 図-12はネットワーク全体の税収額を課税方法別に示

したものである．走行距離課税はほぼ一定の税収を確保

できたが，燃料税は投資によりネットワーク全体の速度

水準が改善するにつれ税収が減尐した．燃料税による課

税方法では年々税収が減尐することに注意して計画を立

てることが必要であると考えられる． 

 

 

5. おわりに 

 

 本稿では道路利用者からの税収を道路投資に配分し， 

改良を行うことで，目的とする階層型道路ネットワーク

を実現させる手法を構築した．投資の種類や順序など現

実性を考慮した上で，投資により速度水準や利用方法に

ついてある程度階層性を担保できることが示された． 

 今後の課題は以下に述べる通りである． 

 走行性能や投資の改善効果など各入力値について

精査し，より現実性のあるモデルを構築すること

が必要である． 

 本稿では，日交通流の定常性を仮定した．より詳

細な交通状況を表現するために，交通流の時間変

動を考慮する必要がある． 

 街路の配置や目標速度の設定は所与として扱った

が，これらをどのように政策と関連付けて決定さ

れるかは，より上位の問題として計画・設計論の

検討が行われるべきである． 

 道路の交通機能を表す指標としてトラフィック機

能の指標である旅行速度を代表して用いたが，今

後はトラフィックとトレードオフの関係とされる

アクセス機能の指標も同時に用いて，トラフィッ

ク・アクセスの両面から道路階層性を評価してい

く必要がある． 
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図-12 税収の変化 
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An Investment Method for Hierarchical Reformation of the Road Network 

 

Tatsuo HAYAKAWA, Miho ASANO and Hideki NAKAMURA 

 

Although the number and length of roads in Japan increased gradually, the investment and maintenance 

for the infrastructure corresponding to road functions is not yet realized. It is necessary to reconsider the 

primary usage and function of the existing roads, and to invest the tax revenues from road users in a way 

to support a road hierarchy. This study proposed a method to realize hierarchical road network by invest-

ment in current road network. The method determines the combination of necessary investment in ad-

vance based on given OD traffic demand and network allocation. The order of investment is determined 

based on expected delay decrements. As a result, the investments will influence the traffic condition ac-

cording to the targeted road conditions on all links. Finally, hierarchical tendency in speed performance 

and usage of road are shown to some extent. 


